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対的強行法規の適用理論によれば、法廷地の絶対的強行法規の解釈により、具体的事案を包摂する以上、その適

用を免れない。すなわちその立法趣旨によって定まる適用範囲においては常に適用される。これは法律関係より

出発する通常の法選択過程とは別個の回路において生じる。この絶対的強行法規の適用論と、公法の属地的適用

の原則kの関係も明確にされなければならない。公法規定に関しては、常に法廷地法の適用のみがあり得、法選

択の対象とはならないとされる。しかし、公法と私法の峻別左言。ても、近代以降の私法の公法化現象の進展に

より、その境界線が峻昧なグレーゾ}ンが出現している。その限られた領域においては、法域選択的方法と、個

々の法規の性質に着目する法規選択的方法とが混在せざるを得ない。本書においては、第三国絶対的強行法規の

適用を否定しつつ、法廷地絶対的強行法規の適用と、公法の属地的適用の原則を、一本化させ、この「公法j の

適用関係において、アメリカの利益分析論が有用な考察を提供することを示唆する。しかし、法域選択的方法が

原則的地位にあり、法規選択的方法が無原且Ijに乱入することには警戒しなければならない。

第2章では、アメリカ抵触法理論における、抵触的価値の再評価を行う諸学説と、選択的適用主義ないし実質

的アプローチを取り上げ、分析する。いずれも利益分析論の批判学説であり、前者は、抵触法ノレーノレ自体の有用

性を説くが、反革命であっても、革命以前の法には服さない。

後者は、直裁に、 「より良い法 (betterlaw) Jの選択を主張する。米国の判例は、往々にして利益分析論に

よる形式的推論に終始し、判決に至った真の理由、すなわち不法行為事件における被害者保護などの価値選択を

述べず、意図的にミスローディングであるとして攻撃する。徹底したリアリズムにより、圏内法も外国法も裁判

官の判断のー素材に過ぎないとし、デベサージュによって、いずれの国の法でもあり得ない、法の混合物を作り

上げ、新たな渉外実質法を創造するとするものである。本書の結論は、極端なリアリズムがわが国の一般的な法

学思考と相容れず、より良い法などの結果選択や実質的価値の追求は、内国実質法改正の民主的プロセスを通じ

てなされるべきであり、法選択によりこれを回避するととはできない、とする。これら学説は主としてアメリカ

国内における法の相違と法の一体的発展を念頭に置いているが、その論者によって、例えば、製造物責任分野に

おいても、被害者有利な法の選択は、米国内における不法行為改革の進展により、必ずしも全体的傾向ではなく

なったとされている。米国以外の諸国を含めて、法の国際的・全体的傾向をいかにして認識できるか。また、よ

り良い法というのが、常に原告を勝たせる法となる。すなわち、被害者有利な不法行為法がより良い不法行為法

であり、契約を実現する契約法が良い契約法となる。そのような単純な公式は存在しない。

航空機事故関連訴訟の続発や、エージェント・オレンジ事件、ダノレコン・シーノレド関連訴訟、アスベスト関連

訴訟など、環境・薬害関連'の大規模訴訟の発生を受けて、大規模不法行為 (masstort) 事件における法選択の

解決がアメリカにおいて論争の的となった。本書第 3章では、この問題に対する米国内の立法提案や諸学説を検

討した。それは渉外実質法のアプロ」チ、選択的適用主義、被害者常居所地法主義、連結点の集中と段階的適用

主義と方法的に多様で、大規模不法行為事件における法選択を考える上で基本的な視点を提供する。これを受け

て、第4章において、航空機事故の準拠法に焦点を当て、航空会社及び製造者の責任について考察した。

まず、責任(liability) と損害賠償(damages)の争点を区別する。責任の争点とは、責任の成立の問題、損害

賠償左は、賠償すべき損害の種類・範囲、損害額の算定をいう。本書において、アメリカ抵触法革命による現代

理論の適用が損失分配的ノレールに限定されており、責任の決定においては不法行為地法主義がなお主流であった

ことを指摘し、アメリカ抵触法理論において責任と損害賠償のデベサージュが一般的であるとする o との点も、

わが国の研究において従来必ずしも明確に意識されていたわけではないように恩われる。その上で、しかし、一

個の法システムの中で、不法行為に関するノレールは、相互に関連する複雑な一体をなしており、責任の決定にお

いて考慮されるべき加害者の行為態様及び被侵害利益の性質が損害賠償の評価に影響を与えるのであって、責任

の決定と損害賠償の評価を同一の法に服せしめるべきである、とする。

航空運送契約の成立には、運送人が乗客を運送することに合意し、運送人と乗客の双方が特定のノレートに同意

しなければならない。航空機が離着陸時に事故を生じるという場合が圧倒的に多く、この場合、加害者側の不法

行為として主張されるのは、その離着陸手続きにおける行為の効果に関する。これは空港を中心とする一定の領

域に限定された定期的旅程の一部分なのであり、出発地と目的地の聞の通過点における事故という典型的な偶然

的事故の場合とは異なる。出発地と目的地は、空港施設を利用する多くの被害者が何らかの固定的な関係、を有し

ていることが多く、空港所在地において、離着陸時に墜落することは予測可能である。同時に、事故時の緊急手

段を酷使され、多大な被害・出費を被る空港所在地が、不法行為法に体現される政策を実現させる利益を有する。

更に重要なのは、座席が隣り合った乗客同士に同ーの法を適用するべきであるという当事者の公平の観点であり

明確な法選択により、訴訟費用を減少させ、和解を促進し、被害者に迅速に補償を提供することである。以上よ

り、航空会社の責任及び損害賠償の準拠法について、不法行為地法主義を妥当とする。しかし、事故地が極めて

偶然的であるような例外的な場合には、航空会社がその行為を計画するためにその地の法に依拠したとは言えず、

被害者・乗客の保護を重視して、被害者住所地法主義による。

次に、製造物責任法の目的は、被害者保護政策、行為基準・安全基準の確立を通じた製造物一般の安全性の向

上という政策と共に、被害の発生する危険と製品の社会的有用性との比較において、損害の負担者を決定するこ

とである。製造物責任における抵触法学の目的は、これらの立法政策を最も良く達成し得る可能性の高い法選択

規則の探求である。そこで、被害者保護、行為基準・安全基準の遵守、損害負担者の決定という三の指標に基づ

き、関連と政策の結びつきの性質を考察し、製品の市場となる被害者居住地とそが、被害者保護に留意しながら、

当事者聞の損失分配の決定を通じて、消費者の生活の安定ど経済の健全な発展を図る kいう政策の作用・結果が

生じる国であり、費用対便益の決定を固有になし得るのはその市場であるという結論に至る。

利益分析論を基本的に否定するとしても、本書の立場は、 「不法行為地法主義の原則的地位を確保しつつ、密

接関連性による例外貝IJの採用と、不法行為類型論に基づく特別則の形成という方向性を支持するが、不法行為準

拠法選択における実質法の機能を十分に分析する必要があるとするものである。それは各単位法律関係の領分を

決定し、必要であれば新たな単位法律関係を創造すると共に、用いられる連結点の範略化と、その結びつき

(localization) の性質において、重要な役割を果たす。従って、法性決定や例外則の在り方とその解釈に影響

を与えるJ、とする。特定の実質法規則に表明された国の関心が、その実質法規則の構成諸要素に反映されてい

る。そして実質法規則の構成要素から法選択のための連結点のりストを作成する。とのように連結点の範囲を限

定するととで、国の正統な実質的関心を反映するように法選択規則を作成することが可能左なる。紛争の実質的

構成要素が特定の領域に存在する場合、この関連を連結点とすれば、実質法の立法趣旨と連結点どの結びつきの

性質を検討しなければならない。具体的には、一般的不法行為、製造物責任、不正競争、名誉段損等の、不法行

為類型毎に、実質的構成要素から関連の全範鴫を抽出し、次に、各々の類型毎に、法目的を特定し、この法目的

との関係において、関連の質的選択を行う。道徳的及び経済的政策、ないし行為・関係を規制することと規制し

ないこと、その一般的な政策と関連との結びつきの性質を考察するのである。ここで、更に、当事者の期待の保

護、国際的判決調和、法廷地漁りの防止などの抵触的価値を考慮しつつ、関連を選択する。との立場を、啓蒙的

領域主義と呼ぶ。第 5章において、筆者自身の一般的な抵触法方法論として、との啓蒙的領域主義を確立すると

共に、これを一般的不法行為に関して展開している。

行為の誘発的事実の生じた地の法を適用する kいう、領域主義と、当事者の本拠地の法を適用するという属人

主義の基本的対立がある o 不法行為という一般的行為基準は、ある共同体がその構成員に遵守することを要求し、

他の構成員との関係において、遵守されることを要求する。従って、その範囲は共同体内 (co皿 unity-wi de) で

あって、領域内 (territorial)ではないとし、不法行為の準拠法として当事者の常居所地法主義を採る学説が

ある。原告に選択権を与えるか、原告被告の常居所地法の累積約適用を主張する。これに対して、本書は、共同

体構成員相互間に存在する、抽象的ないし集合的な法的関係というのは、ある共同体に定着した構成員と構成員

との間に存在する、その共同体に閏有の情況であり、一時的な来訪者との関係において、そもそも当事者聞に法

的な関係は存在しない。この場合、法的関係に基づく選択というのは全く無意味であるか、悉意的である。むし

ろ、その共同体の構成員の行為がその領域内に生じたという場合に、その共同体の規範が適用されるのが正統で

あり、来訪者は、一旦、境界線を越えて他国の領域に足を踏み入れた途端に、その国の法的情況に投げ込まれ、

意思に関わらず既存の法的関係の渦の中に巻き込まれてしまうのであって、その法の適用が全く正統である、と

する。そして、不法行為法の目的を、共同体の構成員の自由な行動の範囲を画するとと、及び、被害者への損害

の填補であるとしても、この二つの立法政策を切り離すことなく、一体左して考察し、国家が領域内に生じる行

為にコントローノレを及ぼす利益、及び、法の適用に対する当事者の正当な期待の保護の観点から、原則左して不

法行為地法主義が正当である、と結論づける。

第 5章及び第 6章では、更に、英国法における不法行為準拠法を決定する法選択規則jについて詳細に紹介、分

析している。まず不法行為準拠法に関する英国の制定法と従来のコモンローとの関係について考察し、特に、英

国法における合衆国の利益分析論の影響について論じる。次に、不法行為における損害賠償の算定を手続として
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法性決定し、法廷地法を適用する英国貴族院判決を取り上げている。わが国の学説判例においては、とれを実体

として法性決定することが、ほぼ当然視されており、取り上げられるこ k自体少ない。本書は、手続と実体の法

性決定という、理論的にも実務的にも国難な問題に対して、損害賠償算定という側面から一応の解決を行う。英

国のコモンローにおいて、社会保険給付ないし労災給付を損害賠償から控除する問題、すなわち損益相殺が優れ

て公共政策に関わることを重要な要因として、これを算定の問題として「手続Jと法性決定するのであり、同様

に、自動車事故において損害を算定・評価する制定法が、不法行為地である外国において絶対的強行規定であっ

たとしても、例えば合衆国の懲罰的損害賠償のような高額の賠償、反対に、サービス対価が低い国におけるよう

な英国法上不適切な基準に基づく低額な賠償の、いずれも容認し得ない kして、損害賠償算定の問題を、手続止

して法性決定しなければならないとする。損害賠償算定を実体とすると、準拠外国法上の算定方法を調査・適用

するという困難を生じ、一律に法廷地の算定方法による方が、裁判所にとっで最も簡便で、法適用が適正になさ

れる。しかし、損害賠償算定が不法行為訴訟の当事者における肝心要の問題であり、法選択の基本目的に関わる。

本書では、事件に最も密接な関係を有し、法の適用に対する当事者の正当な期待の保護に適う左して、不法行為

準拠法が選択された以上、算定の問題にも実体準拠法が適用されるとする。もっ!::も、オーストラリア、ニュー

・サウス・ウエーノレズ州の自動車事故補償法における、判決前の利息に関する規定は、わが国法上の遅延利息と

異なり、保険者を念頭に置き、専ら加害者側からの和解の申出を間接的に強制する規定として手続規定であり、

加害者側からの和解の申出を間接的に強制することができるかという争点、は手続事項であるから、実体準拠法が

適用されないと解する o 逸失利益における中間利息の控除については、中間利息控除が認められるか否か土いう

問題と、利率の問題に分け、前者は実体として法性決定し、後者は、手続事項として、わが国民事訴訟法 248

条に基づき裁量的に決定される、と解する。

私見は、一般に、手続と実体の法性決定について、 「手続は法廷地法による」の原則の趣旨から、すなわち法

廷地裁判所の訴訟運営上の効率の問題として、機能的に、個別の論点毎に、援り分けがなされなければならない

という立場に立つ。準拠法の適用段階において、当初の性質決定において考慮されていなかった未知の問題が発

見された場合、当初の考察を免れていたこの法的関係が、どの単位法律関係に包摂されるかがその時点で新たに

問題にされる。第二次法性決定と呼ばれる問題も、法廷地国際私法独自の観点からなされる、通常の法性決定論

に還元されるのである。

第7章は、国際私法上の請求権競合を扱う。渉外事件において、一個の生活事実から、当事者間の誇求権の主

張が、契約として法性決定され、契約準拠法上、 α請求権が成立し、同時に、不法行為としても法性決定され、

不法行為準拠法上、 B請求権が成立し、この α請求権と 8請求権が競合する場合があり得るのである。

国際私法規範の法律要件該当性の判断対象は、渉外性を判定するための事実要素、連結点確定の基礎となる事

実、及び、法性決定の対象となる事実関係である。私見は、渉外的要素、連結点の確定の基礎となる事実につき、

職権調査事項であって、職権証拠調ベの権能を認めるが、職権探知義務までは存在しないと解する。これに対し

て、準拠法の決定(法性決定、転結点の確定)は、裁判所の専権事項であるので、裁判所が当事者による法性決

定に拘束されるととはない。渉外事件においても、当事者及び給付の同ーの場合には、複数の請求権規範に基づ

き、単一の請求権が生じるというべきであり、統一的な法性決定がなされるべきである。請求権の主張について

は、弁論主義、処分権主義が妥当するが、実質法としての要件事実の主張の範囲内において、裁判所が、自由に

契約文は不法行為Eして法性決定可能である。渉外事件においては、当事者による、仮定的な準拠法に基づく要

件事実の主張から、渉外事件特有の、抽象的な内容の詰求権の主張があるものとし、真正の準拠法が異なるとし

ても、それに沿った要件事実として構成し直された事実主張を含むものとして、単一の請求権(現実的請求権)

が成立していると、解するのである。との事実及び権利主張の総体が法性決定の対象であり、単一の請求権が成

立し、単一の法性決定がなされ、その結果、単一の準拠法が適用されて、この請求権の肯否が決定され、その裁

判の既判力がその範囲に及ぶ。

不法行為規範が共同体の構成員相互聞に存在する抽象的・集合的な法的関係を前提にして、その一般的法義務

の違反によって他人に損害を被らせたときに、その損害の填補を図るものであるのに対して、契約責任法は、当

事者間の特別

適い、当事者間の公平に合致するととが多い。従って、原則として、請求権競合が問題とされる場合に、次のよ

うな事実・権利主張がなされている場合に、契約として法性決定するべきであるとする。すなわち、当事者聞に

契約関係ないし、契約締結準備や実行のための、あるいは契約実行後の、社会的接触の関係が存在していること。

他人の人格権・財産権の安全を配慮すべき「義務Jの違反により、損害が発生しており、その損害の填補を求め

ていること、である。しかし、実質不法行為法の目的として、損害填補の他、権利保護、行為の抑制ないし制裁

の機能が認められるのであり、ここから、不法行為地の、不法行為規範の権利保護機能、あるいは行為抑止機能

を重視すべき場合もあり得ょう o

以上を踏まえて、第 8章において、国際私法の現代化と題して、 EU規則及びわが国の法適用通則法の分析・

検討を行う。 EUにおいて、不法行為等の準拠法に関する立法作業が大詰めを迎え、 2007年には遂に、契約

外債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則(ローマ 11) として完成した。委員会提案が大陸法を基盤にし

ていると考えられるのに対して、欧州議会の草案は全体的に英米法の影響が濃厚であり、興味深い対比を呈して

おり、最終的に成立した規則は、委員会提案を基本として、議会の修E提案をある程度受容したものとなってい

る。

わが国において、 2005年に、財産法分野の準拠法に関する部分を全面的に改正する、法の適用に関する通

則法が成立した。原則規定は結果発生地法(不法行為地法)主義によるが(17条)、予見不能の例外、及び、

明らかにより密接な関係を有する地の法を適用するとする例外条項が存在する (20条)。との密接な関係を考

慮する際の事情として、当事者の同一常居所、及び、当事者間の契約に基づく義務違反による不法行為、の二点

を例示的に挙げている p そして、生産物責任と名誉殻損の二類型のみを特別則として規定する。ローマ E規則と

比較すると、不正競争、環境破壊、知的財産権侵害についての特別別が無い。例外則を付した柔軟な抵触規則か、

例外員Ijを廃した厳格な、不法行為類型毎の特別規定かの選択に関しては、規則(委員会提案)と、議会草案との

中間的な立場に立っと言える。

法適用通JlIJ法の例外条項における二の要因は、密接関係地の判断のための一個の要素として裁量的に考慮し得

るに過ぎないものであり、契約に基づく義務違反というのも例示的なー要素である。前述したように、契約と不

法行為の請求権競合が問題となる場合には、契約として法性決定するべきであるが、当事者が不法行為に基づき

請求している場合には、裁判所の便法としてとの例外条項によって契約準拠法によっても構わないと解する。ま

た、大規模な旅客運送中の事故の場合の運送人の責任は、当事者聞の公平、迅速な解決のために単一の準拠法が

選択される必要があり、当事者毎の個別事情を勘案する煩雑な契約準拠法決定を行うべきでないので、結果発生

地法主義が妥当であり、契約としての法性決定はなされず、例外条項の適用もない。

例外条項の適用に際して、責任の決定と損害賠償のデベサージュを行うべきではないが、共通常居所地法によ

る場合にも、不法行為地の、道路交通規則のような安全規則は、事実の問題として考慮しなければならないし、

不法行為地法による場合にも、損害賠償算定において、被害者常居所地の、平均収入や平均余命などの資料を事

実として考慮すべきである。

共通常居所地法の適用は、同一事件より生じる権利義務が影響を受ける全ての当事者が阿ー常居所を有する場

合に限定するべきである。なぜなら、好意向乗者関係にある運転者Aと同乗者Bが同 常居所を有しており、そ

の乗用車が事故地に居住する運転者Cの乗用車と衝突するような場合に、 AB閑と AないしBとC左の間で異な

る準拠法によるべきではない。同様に、乗用車保有者と運転者が異なる常居所を有する場合、これらの者が加害

者となる場合に、両者の義務が異なる法によって評価されるべきではない。

通則法 18条は、 「生産物責任」の準拠法として、生産物の引渡地法主義による。しかし、単なる引渡地法と

いうのは事故地と同様に、生産物責任実質法の立法政策とは無関係の、従って無意味な連結点である。消費者が

常居所において欠陥生産物の引渡しを受ける場合が通常であり、この場合に、生産者がこの地に生産物を意図的

に販売したという場合に、その地が当該生産物の市場であると言える。このような典型例においては、被害者常

居所と引渡地は異ならない。重要なのは、被害者が外国において購入した生産物を常居所に持ち帰り、損害が発

生したという場合である。この場合に、引渡地法主義と被害者常居所地法主義の結果が事離する。国際交通が益

々増大している今日このような持ち帰りの事例を無視するわけにはいかない。そとで被害者常居所地に同種の生

産物の流通があり、生産者が購入者を誘引するために行為し(例えば宣伝・広告)、生産者が同種の生産物を販

売するために他の生産者と競争した地である場合に、 20条の例外条項を用いて、被害者常居所地法によるべき
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である。

その他、本書において、不法行為準拠法と実質法の役割に関する、比較法的、解釈論的な多様な論点について

考察しているが、ここでは筆者の主要な主張を簡単に要約するに留めた。

以上

本博士論文は、英米法における、渉外不法行為の準拠法をめぐる諸議論、特にアメリカ抵触法革命後の議論を

まとめ、そこからわが国の議論への一定の示唆を導こうとするものである。

本論文の内容は以下の通りである。

まず、第1章から第 3章では、アメリカ国際私法学における、抵触法革命以降の学説整理及び抵触法草命以降の

学説の判例における接受をまとめている。そのうち、第1章では、カリーの統治利益分析論が、抵触法革命後のア

メリカ国際私法の理論的支柱であるとして、この理論に関する近時の諸学説からの分析をまとめている。すなわ

ち、カリーの統治利益分析論は「関連ある地の実質法に体現された立法政策を法の適用により実現する国の利益

を聞い、このような統治利益ある国の法を選択する」ことにその眼目がある。従って、そこでは、 (立法)政策

と園の統治利益をどのように判断するのか、が重要となり、まさにその点を巡り、議論百出している。

第2章では、第l章でも取り上げたカリーの統治利益分析論について、特にその I立法政策」を巡る議論の分析

を行っている。カリーは、抵触法においても実質政策の追求のみが任務と明言しており、との点については、抵

触的正義ないし渉外的政策と実質政策との衡量が必要であるとの批判が寄せられている。そこで、本論文では、

「政策」を判断するメルクマーノレとなるのはいったい何であるのか、また、その上で判断されるべき「統治利益」

とはいったい何であるのかについて、アメリカでの議論を取り上げその内容を明らかにしようと試みている。さ

らに、統治利益分析論に対して、異なるアプローチから新しい法選択論を展開する選択的適用主義についても、

その内容を紹介し、検討を加えている 3

第3章は、第1章、第2章の検討を踏まえ、多くの当事者と連結点、の拡散を含む大規模不法行為、すなわち、複数

の国家の利益が抵触する具体的な場面を念頭に置き、アメリカでの諸学説がこれにどのように対応しているのか

を探る。

第4章は、第3章との対比で捉えられるものであるが、わが国での航空機事故を題材として、航空会社の不法行

為にかかる準拠法と製造者の製造物責任に係る準拠法のそれぞれについて、アメリカの判例学説および国際条約

に基づく詳細な比較法的考察を行うものである。

第5章では、イギリスにおける不法行為準拠法に関する議論を、アメリカでの議論と対比しながら検討を進めて

いる。イギリスはアメリカ型の統治利益分析論の影響を受けつつ、あくまでも例外的な場合に、実質的により適

切な法を不法行為地法に代えて適用するというアプローチを採用している。結局、イギリスがこのようなアプロ

ーチを採用していることに、アメリカ型の統治利益分析論の問題点が現れている。すなわち、統治利益分析論を

原郎としてしまうと、多義的な「立法政策」という用語の解釈に際して、恋意的にその内容を操作するととによ

り、法廷地が自らにとって都合の良い「統治利益j を意Ij出することが可能となる。不破氏は、この点にこそ、イ

ギリスが原則としての不法行為地主義を採用した理由があり、これが妥当な結論であるとする。

第6章においては、損害賠償算定の法性決定を取り上げている。この点は、わが国においては議論が必ずしも成

熟しているとは言えない論点であり、漫然と手続問題と捉えられてきた節がある。しかしながら本論文において

は、イギリス及びEUでの契約外債務の準拠法に関する規則、通称ローマ11規則、における議論を紹介し、包括的

な法性決定が困難であることを示し、個別の問題について詳細に、手続か実質かの区分けを試みている。

第7章は国際私法上の請求権競合について 定の解釈論的解決を導こうとするものである。ここでは、わが国の

民法学説における請求権競合の議論を紹介し、国際私法学上の誇求権競合状態について法性決定のあり方を探っ

ている。

最終章である第8章では、国際私法の現代化として、 2007年に成立したEUの契約外債務準拠法規則、ローマII

規則、の起草過程において、いかに大陸法と英米法の理論の融合が試みられたかを紹介しつつ、わが国での新し

い法適用通則法の解釈論を、これまでの7章での考察に基づいて行っている。

本論文の特色は、第lに、アメリカ抵触法革命の理論的支柱であったカリーの統治利益分析論について、批判的

な立場に立ちながら、その後の学説において、それがどう受容され、変容されてきたのか多くの資料を基にして、

極めて詳細に検討を加え、明らかにしようと試みている点にある。第21こ、カリーの理論に対して懐疑的な視点、を

持ちつつ、厳格な不法行為地主義に無批判に追従することなく、両者の利点をうまく組み合わせ、あるへき不法

行為準拠法を探求しようとしているとどにある。

確かに、これまでにも、アメリカ抵触法革命や統治利益分析論について紹介、検討する論文は公表されてきて

いるが、その多くが10年以上前に公表されたものである。本論文は、その後のアメリカにおける議論の展開を詳

細に追い、丁寧に整理し、批判的考察を加えていることをもって、日本の国際私法学において多大な貢献をする

ものと評価できる。

また、本論文の根底を貫く不法行為地主義と柔軟なアプローチとの融合は、今般の日本における国際私法改正

において、すでに採用されたものであるが、例外条項の判断枠組みについては、完全に解釈にゆだねられている。

本論文の第5章で指摘されているように、不法行為準拠法決定における例外条項は、アメリカの統治利益分析論の

影響を受けたものであり、その解釈指針として、本論文における様々な検討は有益なものであると思われる。

以上の点、から、本論文は、審査員全員が、不法行為準拠法における統治利益分析論の現代的意義付けについて、

詳細な整理及び検討を行った学問的価値の高い研究成果であり、，十分に博士の学位を授与するに値するものと評

価したものである。




